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仙台市水道事業基本計画

(平成22～31年度)

毎年度の事業計画・予算

仙台市水道事業

中期経営計画

(平成22～26年度)  (平成

【基本理念】

「杜の都」の未来を支え続ける、安定と信頼の仙台市水道事業

Ⅰ 中期経営計画の策定趣旨と位置付け 
 

１ 策定趣旨 

水道局では、事業環境の変化や経営課題を踏まえ、水道事業経営の基本となる長期的な事業

計画として、平成 22 年 3 月に「仙台市水道事業基本計画（平成 22～31 年度） ～杜の都 

水道ビジョン～」（以下「基本計画」という。）を策定しました。 

また、基本計画で掲げた「『杜の都』の未来を支え続ける、安定と信頼の仙台市水道事業」

という基本理念を実現するため、前半５年間における具体的な事業内容と財政的な裏付けを盛

り込んだ「仙台市水道事業中期経営計画（平成 22～26 年度）」（以下「前期計画」という。）

を策定し、進捗管理を行いながら着実な事業経営に取り組んできました。 

この度、前期計画期間の満了に当たり、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（以

下「震災」という。）という未曾有の災害に直面した経験と教訓、そして現状と新たな課題を

踏まえつつ、基本理念の実現に向けた施策や事業を推進していくため、新たに後半５年間の「仙

台市水道事業中期経営計画（平成 27～31 年度）」を策定することとしました。 

 

２ 位置付け 

本計画は、本市水道事業の最上位計画として位置付けている基本計画の後半５年間の実行計

画であり、国が平成 25 年 3 月に策定した「新水道ビジョン＊」（以下「新ビジョン」という。）

や、「仙台市総合計画 2020＊」・「仙台市震災復興計画＊」などを踏まえて策定しています。 

 

■ 仙台市水道事業の計画体系 

 

 

＊新水道ビジョン・・・厚生労働省が 50 年、100 年後を見据えた水道の理想像を明示するとともに、その理想像を具現化するため

に取り組むべき事項や方策、関係者の役割分担を具体的に示したもの。平成 25 年 3 月策定。 
＊仙台市総合計画 2020・・・21 世紀半ばに向けて仙台が目指す都市の姿を示した「基本構想」と、それを実現するために平成 23

～32 年度の 10 年間で取り組む施策の方向性や目標を示す「基本計画」、概ね3 年間の行動計画や参考となる指標を示す「実

施計画」の 3 つで構成される市政全般にわたる計画。 
＊仙台市震災復興計画・・・東日本大震災からの復旧・復興に向けて取り組むべき施策の体系化・計画的推進により、一日も早

い復興を達成するため、仙台市総合計画 2020 の「基本計画」を補完するものとして策定された計画。計画期間は平成 23～27

年度の 5 年間。 
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Ⅱ 前期計画の実績（平成 22～26 年度）           
 

１ 事業・目標の取組状況 

前期計画では、掲載している事業（以下「個別事業」という。）ごとの目標と、これらの事

業実施を通じ平成 26 年度までに到達すべき目標である「中期経営目標」を設定しています。 

また、震災からの復旧・復興を加速させるため、個別事業のうち、施設の耐震化や老朽管更

新など、震災対策の観点から緊急的・重点的に取り組むべき事業を「震災対策推進事業」と位

置付け、目標を上方修正して取り組みに当たってきました。 

前期計画期間における個別事業と中期経営目標の評価は、概ね良好な状況となっており、震

災の影響を受けながらも、順調に進捗しているといえます。 

 

２ 主な取組成果 

施策の基本的方向性＊ 前期計画における主な成果 

1 安全・安心で良質な 

水道水の提供 

・高度浄水処理施設の導入（茂庭浄水場、国見浄水場） 

・「仙台市水安全管理対応マニュアル」の策定 

・仙台市水道局独自の水質目標の設定 

2 安定・信頼の水道 

システムの確立 

◎管路の更新（配水幹線約 4km、老朽管約 87km） 

◎施設の耐震化（浄水場・配水所の耐震診断実施、茂庭浄水場の耐

震化着手） 

◎水運用機能の強化（配水幹線整備約 3km、配水ブロック再編成、

太白配水所系の広域水道単独配水区域の解消） 

◎災害時給水施設の増設（配水所・小学校など 43 箇所） 

◎非常用自家発電装置の燃料タンク増強（中原浄水場など） 

◎新潟市水道局との「災害相互応援に関する覚書」の締結 

3 お客さまの視点に 

立った事業運営 

・パンフレット「仙台の水道」やボトルドウォーター「ごくりき

らり せんだい」などの製作 

・青下水源地・水道記念館の再整備 

・「水道修繕受付センター」の設置 

・「地元密着型水道修繕登録店制度」の創設 

4 環境に配慮した 

事業運営 

・太陽光発電設備の導入（茂庭浄水場） 

・小水力発電設備の導入（安養寺配水所のほか、上追沢沈砂池にお

ける官民連携による小水力発電事業に着手） 

・省エネルギー型機器への切り替え（浄水場・ポンプ場など） 

5 経営基盤の強化 

・業務委託の拡大（給水装置関係業務・水道修繕受付センター） 

・アセットマネジメントの考え方に基づく計画的な更新・耐震化 

・給配水技術研修施設の整備 

・「仙台市水道マンパワー向上プラン」の策定 

6 新たな視点に立った 

事業運営 

・近隣水道事業者との連携（合同勉強会や実技講習会の開催） 

・海外からの技術研修員の受け入れ（延べ 22 カ国、54 名） 

・国際会議などにおける震災の経験を踏まえた情報発信 

※「◎」は「震災対策推進事業」を表しています。 

 

＊施策の基本的方向性・・・基本計画において、基本理念のもと優先的・重点的に取り組むべきとされているもの。 
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度 H10 H11 H12 H13
119,433 118,782 119,204 118,407

画の予測 119,433 118,782 119,204 118,407
の分水を含む ※Ｈ10～12年度は簡水分を含む。
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水量は減少傾向

↓
将来的な人口減少に

より更に減少傾向が

強まる見込み

Ⅲ 現状と課題 
 

１ 水需要動向の変化 

本市における水需要は、使用水量の約 3/4 を占める一般家庭での節水意識の浸透や節水機

器の普及、また、事業所や工場における地下水の併用などにより、平成 9 年度をピークに減

少傾向にあります。 

震災後の流入により本市の給水人口は増加していますが、これが将来的に減少に転じると、

水需要の減少傾向は更に強まることが見込まれます。水需要の減少は、水道料金収入の減少に

繋がり、水道事業の経営面に大きな影響を及ぼすことから、今後の水需要の動向を見据えて事

業運営に当たっていくことが必要です。 

■ 料金水量と給水人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 震災を踏まえた災害への備え 

 （１）水道施設の耐震化 

   水道局では、昭和 53 年に発生した宮城県沖地震を教訓として、早期に耐震性を有する管

路への切り替えを進めてきました。本市の基幹管路＊の耐震適合率は 73.2％（平成 25 年度）

と大都市の中でも上位にあり、震災においては、マグニチュード 9.0 という地震規模にもか

かわらず、配水管＊の被害は比較的少なかったといえますが、耐震性に劣る

塩化ビニル管などを中心に一定の被害が発生したことから、更なる管路の

耐震化を進めていく必要があります。 

   また、施設関係では、主要な浄水場に大きな被害は発生しませんでした

が、浄水場や配水所、ポンプ場などは、停止時の影響が広範囲に及ぶこと

から、適切な耐震診断の実施による耐震性の把握に努めるとともに、計画

的な耐震化を進めていく必要があります。 

 （２）水道施設の老朽化対策 

本市の配水管（配水本管・支管＊）の延長は、平成 25 年度末現在で約 3,386km となっ

ています。今後、経年化による老朽管が増大していく見込みであり、適切な時期での更新が

必要となります。また、主要な浄水場や配水所についても老朽化が進んできており、震災の

教訓を踏まえた耐震性の観点から、早急な対応が必要となっています。 

 

 

＜震災時の復旧作業＞ 

 

＊基幹管路・・・水道管路のうち、導水管（取水地点から浄水場までを結ぶ管）、送水管（主に浄水場から配水所に浄水を送るた

めの管）及び配水本管。 
＊配水管・・・浄水場や配水所からご家庭の前まで浄水を送るための管。 
＊配水本管・支管・・・配水管のうち、配水本管はご家庭に繋がる給水管への分岐が無いもの、配水支管は配水本管から受けた

浄水を給水管へ分岐するもの（口径 75 ミリ以上）。 
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Ⅲ 現状と課題 
 

１ 水需要動向の変化 

本市における水需要は、使用水量の約 3/4 を占める一般家庭での節水意識の浸透や節水機

器の普及、また、事業所や工場における地下水の併用などにより、平成 9 年度をピークに減

少傾向にあります。 

震災後の流入により本市の給水人口は増加していますが、これが将来的に減少に転じると、

水需要の減少傾向は更に強まることが見込まれます。水需要の減少は、水道料金収入の減少に

繋がり、水道事業の経営面に大きな影響を及ぼすことから、今後の水需要の動向を見据えて事

業運営に当たっていくことが必要です。 

■ 料金水量と給水人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 震災を踏まえた災害への備え 

 （１）水道施設の耐震化 

   水道局では、昭和 53 年に発生した宮城県沖地震を教訓として、早期に耐震性を有する管

路への切り替えを進めてきました。本市の基幹管路＊の耐震適合率は 73.2％（平成 25 年度）

と大都市の中でも上位にあり、震災においては、マグニチュード 9.0 という地震規模にもか

かわらず、配水管＊の被害は比較的少なかったといえますが、耐震性に劣る

塩化ビニル管などを中心に一定の被害が発生したことから、更なる管路の

耐震化を進めていく必要があります。 

   また、施設関係では、主要な浄水場に大きな被害は発生しませんでした

が、浄水場や配水所、ポンプ場などは、停止時の影響が広範囲に及ぶこと

から、適切な耐震診断の実施による耐震性の把握に努めるとともに、計画

的な耐震化を進めていく必要があります。 

 （２）水道施設の老朽化対策 

本市の配水管（配水本管・支管＊）の延長は、平成 25 年度末現在で約 3,386km となっ

ています。今後、経年化による老朽管が増大していく見込みであり、適切な時期での更新が

必要となります。また、主要な浄水場や配水所についても老朽化が進んできており、震災の

教訓を踏まえた耐震性の観点から、早急な対応が必要となっています。 

 

 

＜震災時の復旧作業＞ 

 

＊基幹管路・・・水道管路のうち、導水管（取水地点から浄水場までを結ぶ管）、送水管（主に浄水場から配水所に浄水を送るた

めの管）及び配水本管。 
＊配水管・・・浄水場や配水所からご家庭の前まで浄水を送るための管。 
＊配水本管・支管・・・配水管のうち、配水本管はご家庭に繋がる給水管への分岐が無いもの、配水支管は配水本管から受けた

浄水を給水管へ分岐するもの（口径 75 ミリ以上）。 
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■ 基幹管路の耐震適合率の比較（平成 25年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 主要４浄水場の稼働時期 

浄水場（施設能力） 稼働時期 

国見浄水場  （97,300ｍ3/日） 1961 年（昭和 36 年） 

茂庭浄水場 （190,500ｍ3/日） 1970 年（昭和 45 年） 

中原浄水場  （34,500ｍ3/日） 1977 年（昭和 52 年） 

福岡浄水場  （60,600ｍ3/日） 1983 年（昭和 58 年） 

こうした状況から、適切な維持管理や計画的な更新の実施によりライフサイクルコスト＊

の極小化と全体事業費の平準化を図るアセットマネジメント＊の取り組みを、引き続き着実に

進めていくことが重要となります。 

 （３）水運用機能の強化 

   水道局では、水運用システム＊の整備・活用による効率的な水運用を実現しているほか、災

害発生時などにも可能な限り給水を継続できるよう、異なる水系間での相互融通を可能とす

る基幹管路（配水幹線）の整備や、仙南・仙塩広域水道＊の単独配水区域に本市浄水場から送

水するための施設整備、適正な水圧確保や断水・濁り水の影響範囲の縮小化を図る配水ブロ

ック＊の細分化などを進めています。 

   これら水運用機能を強化するための取り組みは、震災時において水道施設の早期復旧に大

きく貢献したことから、今後も更に推進していくことが必要です。 

■ 水運用の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

＊ライフサイクルコスト・・・管路や施設・設備といった資産の生涯（ライフサイクル）における、修繕や更新などの費用の総計。 

＊アセットマネジメント・・・資産の状況を的確に把握し、中長期的な予測を行うとともに、最適な補修や更新により施設を効率的
に管理運営していくための手法。 

＊水運用システム・・・浄水場間の水の相互融通や水道施設の情報を一元的に管理するシステム。 

＊仙南・仙塩広域水道・・・宮城県が事業主体となり、七ヶ宿ダムを水源に、県内 17 市町に浄水を供給する用水供給事業。 
＊配水ブロック・・・適正な水圧・水量を確保するため、水需要や地形などを考慮して給水区域を分割したもの。 



Ⅲ 現状と課題 
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３ 災害時対応の充実 

 （１）危機管理体制などの強化 

   水道局では、これまで、宮城県沖地震の再来に備えた災害対策を進めてきましたが、震災

では想定を遥かに超える状況に直面し、その対応は困難を極め、多くの課題を残しました。 

   この反省を踏まえ、危機管理マニュアルの全面的な改訂などによる危機管理体制の強化、

長期停電に備えた非常用自家発電装置の燃料タンク増強、災害時におけるお客さまへの情報

発信手法の見直し、災害時の相互応援に関する覚書を締結し

ている東京都や札幌市・新潟市の水道局などとの組織的なネ

ットワークの確立・強化などの取り組みを行っています。 

今後は、震災の教訓を風化させることなく次世代の職員に

継承し、大規模災害の発生時や他都市への応援派遣時にも的

確に対応できる職員を育成するなどの取り組みについても、

積極的に進めていく必要があります。 

 （２）応急給水機能の拡充 

震災時の応急給水活動では、交通渋滞による給水車の遅れや、職員のマンパワー不足によ

り既存の災害時給水施設が十分に活用できないといった問題が生じたことから、新たに市内

107 の小学校に対して、地域の皆様が自ら給水所を開設できる災害時給水

栓の整備を進めているほか、仮設水槽の配備を増強するなど、災害時にお

ける地域での対応力強化や応急給水機能の大幅な拡充を図っています。 

大規模災害の発生時には、水道局による「公助」の取り組みだけでは限

界があることから、ご家庭における水の備蓄などの「自助」、地域での助け

合いによる応急給水などの「共助」と合わせて、効果的な応急給水の体制

づくりを更に進めていくことが重要です。 
 

４ 良好な水質の確保 

 （１）水道水源の保全 

   水源の水質を良好に保つことは、安全で良質な水道水をお客さまにお届けするための基本

であることから、水道局では「杜の都の風土を守る土地利用調整条例＊」などの制度活用や、

お客さまと連携したダム周辺の清掃活動、青下水源地に隣接する局所有の水源涵養林（約

86ha）の保育管理などの取り組みを行っています。 

今後もお客さまや関係機関のご理解・ご協力を得ながら、水源水質の維持・向上に取り組

んでいく必要があります。 

 （２）浄水処理の充実・強化 

   水道局では、水源のダム湖で発生するかび臭などへの対策として、主要４浄水場への高度

浄水処理＊施設（粉末活性炭注入設備）の導入を進めています。お客さまに更においしい水を

お届けするため、浄水処理の充実・強化を図っていく必要があります。 

 （３）水質管理・危機管理の充実・強化 

水道局では、水源から蛇口に至るまでの様々な過程における水質検査や、震災後に導入し

た放射性物質の検査機器による安全性の確認など、きめ細かな水質管理を行うとともに、「水

安全管理対応マニュアル」（水安全計画）によるリスク管理を徹底しています。 

   お客さまに安全で良質な水道水を安定的にお届けしていくためには、これら水質管理や危

機管理の取り組みを更に充実・強化していくことが必要です。 

＜札幌市・新潟市との３都市合同訓練＞ 

＜災害時給水栓＞ 

 

＊杜の都の風土を守る土地利用調整条例・・・郊外部における土地利用のあり方を「土地利用方針」として定め、事業計画の早
期段階で当該方針との適合などを事業者に検討してもらうことで、法制上規制が困難な事項についても、事業者・市民・仙台
市の合意形成の中で土地利用に対する適正な配慮を求めるもの。 

＊高度浄水処理・・・通常の浄水処理では十分に対応できない臭気物質などの処理を目的として、オゾン処理法、活性炭処理法
など、通常の浄水処理に追加して行う処理。 

 



Ⅲ 現状と課題 
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５ 環境負荷の低減 

水道事業は、お客さまに水道水をお届けするまでに多くの電力を消費するなど、エネルギー

消費産業としての側面を有していますが、本市の水道は、標高の高い市西部に浄水場や配水所

を配置し、そこから自然流下の働きを最大限利用した配水を行っているため、ポンプなどの動

力使用が少なく、他の大都市と比べ電力消費量の少なさはトップレベルにあります。 

■ 配水量 1㎥当たり電力消費量の比較（平成 25年度実績）※自己浄水場を有する大都市比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水道局では、更なる環境負荷の低減を目指し、太陽光発電や小水力発電＊など再生可能エネ

ルギーの活用、ＬＥＤ照明や高効率の変圧器・モーターなど省エネルギー型機器への切り替え、

省エネルギー効果の高い直結給水方式＊の普及促進、浄水処理の過程で発生する浄水発生土＊

の有効活用など、様々な取り組みを進めています。 

地球規模で循環する水の恩恵を受けて水道水をお届けする事業者として、今後とも環境負荷

の一層の低減に積極的に取り組んでいくことが必要です。 
 

６ お客さまサービスの向上 

 （１）お客さまの利便性・満足度の向上 

   水道局では、前期計画においても、漏水などのトラブルに関する問い合わせ窓口を一本化

した「水道修繕受付センター」の開設や、ご家庭の給水装置の修繕依頼に対応可能な地元の

工事業者を紹介する「地元密着型水道修繕登録店制度」の創設など、お客さまの利便性向上

に向けた取り組みを行ってきました。 

水道事業はお客さまからの水道料金収入で支えられていることを踏まえ、多様化・高度化

するお客さまニーズを的確に捉えることにより、お客さまの利便性や満足度の更なる向上に

繋がる取り組みを充実させていくことが必要です。 

 （２）広報・広聴の充実 

   広報事業については、広報紙「Ｈ２Ｏ」の全戸配布や水道局ホームページ

での情報提供、水道セミナーや水道フェアの開催といった従来からの取り組

みに加え、水道記念館（青下水源地内）の展示内容のリニューアルや、仙台

のおいしい水のアピールと災害に備えた水の備蓄啓発を目的としたボトル

ドウォーター「ごくりきらり せんだい」の製作・配布など、新たな取り

組みを行っています。 

   一方、広聴事業については、市内在住のお客さまを「水道モニター」に委嘱し、水道事業

に対する自由なご意見・ご提案をいただいているほか、広報紙「Ｈ２Ｏ」や各種のイベントな

どでアンケートを実施し、お客さまニーズの把握と施策への反映に努めています。 

   広報・広聴事業は、水道事業に対するお客さまの信頼を確かなものとするため、また、お

客さまニーズを的確に捉えるため、更なる充実に取り組んでいく必要があります。 

＜ごくりきらり せんだい＞ 

 

＊小水力発電・・・水の流量と落差によるエネルギーを電力に変換する小規模な水力発電。 
＊直結給水方式・・・配水管から給水管を分岐し、受水槽などを介さず、配水管内の水圧をそのまま利用して給水する方式。 
＊浄水発生土・・・浄水処理の過程で沈澱させた汚泥を天日乾燥などにより脱水処理したもの。 
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７ 経営基盤の強化 

 （１）財政状況と経営管理 

本市における水道料金収入は、平成 11 年度をピークに減少傾向にありますが、今後は水

需要の減少に伴い、その減少傾向が強まることが想定されます。健全な財政状況を維持して

いくためにも、引き続き徹底した効率化やコスト縮減に努めていく必要があります。 

■ 水道料金収入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）アセットマネジメントの推進 

水道局では、将来的に老朽施設の更新需要が増大する状況を見据え、限りある財源の中で

も適切な維持管理・更新が行えるよう、従来からアセットマネジメントの考え方に基づいた

計画的な更新や耐震化、統廃合などに取り組んできました。 

しかし、今後水需要が更に減少していくことを踏まえると、省エネルギー型機器への切り

替えなども含めた維持管理コストの更なる縮減や、より長期的な視点からの事業費の平準

化・ライフサイクルコストの極小化を推進していかなければなりません。また、その前提と

して、浄水場を始めとする主要施設の規模の適正化や効率的な再配置などの検討についても、

将来的な水道事業のあり方を見極めた上で進めていく必要があります。 

お客さまの暮らしに欠かせない、安全で良質な水道水の供給を将来に渡って継続していく

ためには、水道施設に関するアセットマネジメントの更なる推進を図り、水道事業の持続性

を確保していくことが不可欠であるといえます。 

（３）人材育成と技術継承の推進 

  水道局の熟練技術職員は、高年齢化や他部局との人事交流など

により減少傾向にあることから、次世代を担う若手職員の育成と、

これまでに培ってきた水道技術力の維持・継承を図るため、平成

24 年度に「仙台市水道マンパワー向上プラン」を策定し、人材

育成や技術継承の取り組みを進めています。 

人材は事業運営の最も重要な財産であることから、その能力を

高めるための取り組みを今後更に推進していくことが必要です。 

 （４）広域的な連携の強化 

水道局では、近隣市町からの水質検査の受託や、県内水道事業者を対象とした管路の維持

管理などに関する実技講習会の開催、仙南・仙塩広域水道を軸とした宮城県や他受水市町と

の連携など、広域的な視点からの様々な取り組みを行っています。 

技術継承や災害対策、経営基盤の強化など、水道事業者が抱える共通の経営課題の解決に

向けて、引き続き近隣水道事業者との連携を強化していく必要があります。

＜技術職員の実技研修＞ 



 

 
 

� 

Ⅳ 重点課題と目指すべき将来像 
 

１ 重点課題 

本計画は、基本計画の後半 5 年間の実行計画であり、その最終的な目的は、前期計画との

連続性や現状と課題を踏まえながら、その集大成として、基本計画において掲げた基本理念で

ある「『杜の都』の未来を支え続ける、安定と信頼の仙台市水道事業」を実現することにあり

ます。 

この目的達成に向けて、新ビジョンで提示された水道の理想像である「強靭」・「安全」・「持

続」に、前章における前期計画の進捗状況を踏まえた課題認識から「環境」の視点を加え、こ

れら 4 つの向上を、特に取り組むべき「重点課題」として設定します。 

■ ４つの「重点課題」 

水道事業における課題 本計画の「重点課題」 

水
需
要
動
向
の
変
化 

震災を踏まえた災害への備え 
強靭性の向上 

災害時対応の充実 

良好な水質の確保 安全性の向上 

環境負荷の低減 環境先進性の向上 

お客さまサービスの向上 
持続性の向上 

経営基盤の強化 

 

２ 目指すべき将来像 

本計画では、上記の「重点課題」に対応し、今後 5 年間で水道局が目指していくべき水道

事業の姿を「強くて安心な水道」・「エコで持続可能な水道」と表現し、この 2 つを新たに「目

指すべき将来像」として設定します。 

なお、基本計画では、基本理念のもとで優先的・重点的に取り組んでいく 6 つの「施策の

基本的方向性」を掲げていますが、本計画においては、これらを関連性の強い 2 つの「目指

すべき将来像」にそれぞれ集約し、これを実現するために必要な「実現方策」を組み合わせる

ことで、よりお客さまに分かりやすい事業体系とします。 

■ 基本計画の「施策の基本的方向性」の再構築 

基本計画における 

「施策の基本的方向性」 

 本計画における 

「目指すべき将来像」 

1 安全・安心で良質な水道水の提供 
 

1

強くて安心な水道 
□1 防災機能を高めた強靭な水道 

□2 大規模災害時にも迅速に対応できる水道 

□3 常に安全で良質な水をつくり続ける水道 2 安定・信頼の水道システムの確立 
 

3 お客さまの視点に立った事業運営  

2

エコで持続可能な水道 
□1 杜の都の特性を活かした環境に優しい水道

□2 お客さまの満足度を高めていく水道 

□3 健全で安定的な経営を持続できる水道 

4 環境に配慮した事業運営  

5 経営基盤の強化  

6 新たな視点に立った事業運営  
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防災機能を高めた強靭な水道

大規模災害時にも迅速に対応

できる水道

常に安全で良質な水をつくり

続ける水道

杜の都の特性を活かした環境

に優しい水道

お客さまの満足度を高めていく

水道

健全で安定的な経営を持続

できる水道

１ 強くて安心な水道

２ エコで持続可能な水道

���の実��策
��の��

震災を踏まえた

災害への備え

お客さまサー

ビスの向上

経営基盤の

強化

環境負荷の

低減

良好な水質

の確保

災害時対応

の充実

�1� 災害に強い施設・�ス��の

�備
管路や施設の更新・耐震化推進、

水運用機能の強化など

�2� 災害対応力の強化
災害時給水施設の設置拡大、

長期停電対策の充実など

�3� 水質管理の��
高度浄水処理施設の導入拡大、

水質管理の充実・強化など

�1� 環境に��した��の推進
太陽光・小水力発電の導入拡大、

省エネルギー型機器への切替推

進など

�2� お客さま��の��の推進
水道料金に関するサービス拡充、

水道記念館・青下水源地の魅力

向上・活用促進など

�3� 経営マネジメントの推進
アセットマネジメントの推進、

人材育成・技術継承の推進など

����

1

2

3

1

2

3

目指すべき将来像

 

 

 

 

 

■ 本計画の全体像 
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防災機能を高めた強靭な水道

大規模災害時にも迅速に対応

できる水道

常に安全で良質な水をつくり

続ける水道

杜の都の特性を活かした環境

に優しい水道

お客さまの満足度を高めていく

水道

健全で安定的な経営を持続

できる水道

１ 強くて安心な水道

２ エコで持続可能な水道

���の実��策
��の��

震災を踏まえた

災害への備え

お客さまサー

ビスの向上

経営基盤の

強化

環境負荷の

低減

良好な水質

の確保

災害時対応

の充実

(1) 災害に強い施設・�ス��の

�備
管路や施設の更新・耐震化推進、

水運用機能の強化など

(2) 災害対応力の強化
災害時給水施設の設置拡大、

長期停電対策の充実など

(3) 水質管理の��
高度浄水処理施設の導入拡大、

水質管理の充実・強化など

(1) 環境に��した��の推進
太陽光・小水力発電の導入拡大、

省エネルギー型機器への切替推

進など

(2) お客さま��の��の推進
水道料金に関するサービス拡充、

水道記念館・青下水源地の魅力

向上・活用促進など

(3) 経営マネジメントの推進
アセットマネジメントの推進、

人材育成・技術継承の推進など

����

1

2

3

1

2

3

目指すべき将来像

 

 

 

 

 

■ 本計画の全体像 
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Ⅴ 事業計画 
 

 「目指すべき将来像」を実現するため、以下の 44 事業に取り組んでいきます。 

■ 取組事業一覧 

1 12

2 12

3 13

4 13

5 14

6 14

7 14

8 15

9 15

10 16

1 17

2 17

3 18

4 18

5 19

6 19

7 20

8 20

1 21

2 21

3 22

4 22

5 23

目指すべき
将来像

実現方策
事業
番号

事　業　名　称
掲載

ページ

１
　
強
く
て
安
心
な
水
道
【

　
事
業
】

（１）災害に強い
　　　施設・シス
　　　テムの整備

基幹管路の更新・耐震化推進

配水支管の更新・耐震化推進

災害拠点病院などへの管路の耐震化推進

浄水・配水施設の更新・耐震化推進

浄水・送水・配水施設の設備更新・改良

管路付属設備の機能強化

広域水道単独配水区域の解消

配水ブロックの再編

鉛製給水管の解消

漏水防止対策の推進

（２）災害対応力
　　　の強化

危機管理体制の強化

災害時給水施設の設置拡大

水道施設の長期停電対策の充実

給水車用注水補給設備の整備

災害時における情報発信の充実

地域との連携強化

東日本大震災の教訓の継承

他都市・団体との連携強化

（３）水質管理の
　　　徹底

土地利用に関する諸制度の活用

青下ダム流域の水源涵養林の保育管理

高度浄水処理施設の導入

水質管理の充実・強化

水安全計画の推進

23
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Ⅴ 事業計画 
 

 「目指すべき将来像」を実現するため、以下の 44 事業に取り組んでいきます。 

■ 取組事業一覧 

1 12

2 12

3 13

4 13

5 14

6 14

7 14

8 15

9 15

10 16

1 17

2 17

3 18

4 18

5 19

6 19

7 20

8 20

1 21

2 21

3 22

4 22

5 23

目指すべき
将来像

実現方策
事業
番号

事　業　名　称
掲載

ページ

１
　
強
く
て
安
心
な
水
道
【

　
事
業
】

（１）災害に強い
　　　施設・シス
　　　テムの整備

基幹管路の更新・耐震化推進

配水支管の更新・耐震化推進

災害拠点病院などへの管路の耐震化推進

浄水・配水施設の更新・耐震化推進

浄水・送水・配水施設の設備更新・改良

管路付属設備の機能強化

広域水道単独配水区域の解消

配水ブロックの再編

鉛製給水管の解消

漏水防止対策の推進

（２）災害対応力
　　　の強化

危機管理体制の強化

災害時給水施設の設置拡大

水道施設の長期停電対策の充実

給水車用注水補給設備の整備

災害時における情報発信の充実

地域との連携強化

東日本大震災の教訓の継承

他都市・団体との連携強化

（３）水質管理の
　　　徹底

土地利用に関する諸制度の活用

青下ダム流域の水源涵養林の保育管理

高度浄水処理施設の導入

水質管理の充実・強化

水安全計画の推進

23



Ⅴ 事業計画 

 
 

11

1 24

2 25

3 25

4 25

5 26

6 26

7 26

1 27

2 27

3 28

4 28

5 29

6 29

7 30

1 31

2 31

3 32

4 32

5 32

6 33

7 33

掲載
ページ

２
　
エ
コ
で
持
続
可
能
な
水
道
【

　
事
業
】

（１）環境に配慮
　　　した事業の

推進

再生可能エネルギーの活用推進

省エネルギー型機器への切替推進

庁舎改修における低炭素化の推進

直結給水方式の普及促進

次世代自動車等の導入拡大

浄水発生土の有効活用

建設副産物のリサイクル

目指すべき
将来像

実現方策
事業
番号

事　業　名　称

（２）お客さま本
　　　位の事業の

推進

水道料金に関するサービスの拡充

窓口・電話対応に関するサービスの充実

水道事業に関する情報提供の充実

水道記念館・青下水源地の魅力向上と活用促進

体験・交流型広報の充実

お客さまの声の施策への反映

お客さまとの協働による事業運営の推進

（３）経営マネジ
　　　メントの推
　　　進

アセットマネジメントの取り組みの強化

水道施設の将来構想の推進

水道施設の維持管理の効率化

資産の有効活用・処分

人材育成・技術継承の推進

近隣水道事業者との連携強化

国際貢献の推進

21

 
 

 

 

 

 

 

仙台市水道局 

マスコットキャラクター 

���ッター��� 



Ⅴ 事業計画 

 
 

12 

１ 強くて安心な水道 

 （１）災害に強い施設・システムの整備  

     老朽化が進みつつある管路・施設の計画的な更新や震災被害の検証を踏まえた耐震化、

異なる水系間での水道水の相互融通機能の強化などにより、防災機能を高めた強靭な水道

づくりを進めていきます。 

 

基幹管路の新設

（約2ｋｍ） （約1ｋｍ） （約2ｋｍ） （約3ｋｍ）

（約1ｋｍ） （約1ｋｍ） （約2ｋｍ）（約1ｋｍ）

平成28年度 平成29年度

（約2ｋｍ）

年次計画

事業内容
災害や水道施設の事故などの際にも水道水の供給が可能となるよう、基幹管路の新設や耐震性に優れた管種へ
の更新を推進し、配水経路の多系統化や水道水の相互融通機能の充実を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成22～26年度累計で
更新約4ｋｍ
新設約3ｋｍ

平成27～31年度累計で
更新約6ｋｍ

新設約10ｋｍ

平成27年度

1 基幹管路の更新・耐震化推進

平成30年度 平成31年度

（約1ｋｍ）

基幹管路の更新

 
 
 

配水支管の更新・耐震化推進

配水支管の更新

（約18ｋｍ） （約22ｋｍ） （約22ｋｍ）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

（約25ｋｍ） （約25ｋｍ）

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成22～26年度累計で
更新約87ｋｍ
新設約52ｋｍ

平成27～31年度累計で
更新約112ｋｍ
新設約29ｋｍ

（約5ｋｍ）

事業内容
配水本管とお客さまの給水装置を繋ぐ配水支管のうち、老朽化が進んでいるものや耐震性に劣るものを耐震性
に優れた管種へと更新し、漏水事故を未然に防ぐとともに、地震に強い配水支管網の形成を図ります。
また、管路の更新需要が今後増加していくことを見据え、更新延長を段階的に引き上げていきます。

配水支管の新設

平成28年度

（約6ｋｍ） （約5ｋｍ） （約7ｋｍ） （約6ｋｍ）

2

平成27年度

年次計画
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年次計画

3

事業内容
大規模地震の発生時に災害医療の拠点となる災害拠点病院

＊
など重要施設への配水経路を確保するため、これ

らの施設への管路の耐震化を優先的に進めていきます。本計画では、対象施設を救急告示医療機関
＊
・透析医

療機関にも拡大し、順次耐震化を実施していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

耐震化完了箇所数　21箇所 耐震化完了箇所数　30箇所以上

（１箇所） （３箇所） （３箇所） （３箇所） （３箇所）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

災害拠点病院など
への管路の耐震化

平成30年度 平成31年度

災害拠点病院などへの管路の耐震化�進

 
 

その他の
配水施設

年次計画

茂庭
浄水場

荒巻
配水所

更新工事着手

耐震化工事

平成27年度

排水処理施設
耐震化工事着手

（完了）

（完了）

浄水施設については、震災時の被害を踏まえて新たに実施した耐震診断の結果に基づき、主力浄水場である茂
庭浄水場の配水池や排水処理施設などの耐震化工事を順次実施していきます。
また、配水施設については、市内中心部への配水を担うなど水運用上重要な位置づけにあり、老朽化が進んで

いる荒巻配水所（容量 14,300ｍ
3
）の更新を行うとともに、その他の配水施設についても、優先度の高いも

のから順次耐震化を実施していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

配水池耐震施設率　19％ 配水池耐震施設率　50％

（完了）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

配水池耐震化
工事

平成28年度

4

事業内容

浄水・配水施設の更新・耐震化�進

 
 
 
 

＜配水支管の更新工事＞ 

＜基幹管路と配水支管＞ ※出典：厚生労働省「水道事業における耐震化の状況」 

 

＊災害拠点病院・・・厚生労働省で定める「災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るための医療機関」として都道府
県知事が指定した病院。24 時間対応やヘリコプターなどによる重症傷病者の受入・搬送などの機能を備えており、仙台市では
７箇所の病院が指定されている。（平成 27 年 3 月現在） 

＊救急告示医療機関・・・「救急病院等を定める省令」（昭和 39 年厚生省令第 8 号）に基づき、救急隊により搬送される傷病者の
医療を担当する医療機関として都道府県知事が認定したもの。仙台市では 25 箇所の医療機関が認定されている。（平成 27
年 3 月現在） 
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浄水・送水・配水施設の設備更新・改良

平成28年度年次計画 平成27年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

赤坂配水所改良工事
着手・完了

馬場中継送水ポンプ場

調節計更新工事
着手・完了

高森送水ポンプ場・

高森配水所間

テレメーター設備

更新工事着手・完了

将監送水ポンプ場

受変電計装設備
更新工事着手・完了

住吉台送水ポンプ場

受変電・自家発・ポンプ

設備更新工事着手・完了

福岡浄水場
次亜塩注入設備更新

工事着手・完了

茂庭浄水場
ろ過池表洗管

更新工事着手・完了

国見浄水場
電気設備更新

工事着手・完了

福岡浄水場監視制御
システム更新工事

着手・完了

中原浄水場監視
インターフェース盤

更新工事着手・完了

送・配水
施設

今後も安定的かつ効率的な運転を維持していくため、浄水・送水・配水の各施設における老朽化した設備の更
新・改良を計画的に実施していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

計画的な更新・改良 計画的な更新・改良の継続

5

事業内容

浄水施設

 
 

管路付属設備の機能強化

年次計画

埋設型
伸縮管

その他管路
付属設備

更新・修繕

（20箇所） （10箇所） （10箇所） （10箇所） （10箇所）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

現状調査

調査に基づく
補強・修繕

平成27年度

事業内容
大規模地震の発生時における管路の被害を減少させるため、震災における被害を踏まえて伸縮管の現状調査や
補強・修繕を行うとともに、空気弁や仕切弁、圧力調整弁といった管路の付属設備についても、耐震化を含
め、一層の機能強化を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

管路付属設備の計画的な更新・修繕 管路付属設備の耐震性の向上

平成28年度

6

 
 

事業内容
宮城県の仙南・仙塩広域水道からの受水のみで配水している区域（秋保・坪沼、錦ヶ丘地区）に対し、本市浄
水場からの送水を可能とする施設を整備することで供給源の二系統化を行い、災害時などにおける断水等のリ
スクの軽減を目指します。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

 　　・秋保・坪沼地区に対する整備計画の決定
 　　・錦ヶ丘地区に対する整備方法の検討に着手

　　　　・秋保・坪沼地区の二系統化整備完了
　　　　・錦ヶ丘地区の整備計画策定

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

秋保・坪沼地区への
送水管整備工事着手

(総整備延長約6.4km)
（完了）

錦ヶ丘地区
基本設計着手・完了

用地測量・取得
錦ヶ丘地区

実施設計着手・完了

7 広域水道��配水区域の��
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8

平成27年度 平成28年度

配水ブロックの再編

事業内容
給水区域を一定規模に分割した配水ブロックについて、適正な水圧の確保と配水量の管理充実、災害時の断水
や濁り水の影響範囲の縮小化などを図るため、ブロック間の水圧・配水量を均等化する再編作業（ブロックの
分割・統合）を進めていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

原町・郡山などの
配水ブロック再編を完了

中田・八幡などの
配水ブロック再編を完了

年次計画

《ブロック計量
設備の整備》

泉中央配水ブロック
着手

平成29年度 平成30年度 平成31年度

大型
ブロック

の再編

※《》内は

関連事業

《配水幹線の整備》
《ブロック計量設備・

管路の整備》

中田配水ブロック
着手

中田配水ブロック
完了

土手内配水ブロック
など

福田町配水ブロック
など

荒巻越路配水ブロック
など

八幡配水ブロック
着手・完了

《管路の整備》

太白配水ブロック
など

その他の
ブロック

再編

加茂配水ブロック
など

《荒巻配水所更新》

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9

事業内容 公道内に埋設されている鉛製給水管
＊
について、漏水防止や適正な水質管理の観点から、漏水修繕・配水管工

事などに伴う更新や計画的な更新工事による解消を進めていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

公道内埋設の鉛製給水管残存率　4.2％ 公道内埋設の鉛製給水管の解消

平成29年度 平成30年度

（0.8%） （解消）

鉛製給水管の解消

（2.6%）

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成31年度

公道内埋設の
鉛製給水管残存率

（1.7%）  
 

 

＊鉛製給水管・・・鉛は軟らかく加工しやすいため、配水管から各ご家庭に引き込まれる給水管に多用されたが、腐食しやすく、
漏水の原因ともなっている。 

＜災害時の水運用＞  
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5.6%

7.2%

3.2%

0%

2%

4%

6%

8%

H16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 （年度）

震災の影響

による増加

事業内容

10

水資源の有効利用と有効率
＊
の向上を図るため、漏水の発生を未然に防止する予防的対策（配水支管の更新、

鉛製給水管の解消など）や、年間約2,000ｋｍに及ぶ計画的な漏水調査による地下漏水の早期発見・修繕に取
り組み、効果的な漏水防止対策を推進していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

漏水率　3.2％ 漏水率　2.8％

年次計画 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予防的
対策

配水支管の更新・
鉛製給水管の解消

など

漏水調査
地下漏水の

早期発見・修繕

漏水防止対策の推進

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「音聴棒」を使い、水道メーター

の周りや水道管で漏水がないか

音を聴いて調べます。 

＜漏水率の推移＞ 

 

＊有効率・・・総配水量に占める有効水量（浄水場からお客さまの元まで配水された水量）の割合。 

 

漏水調査 

水道局では、道路や宅地内の地下にある水道管の漏水調査を計画的に行っています。 

＜漏水調査の調査員＞ 
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  （２）災害対応力の強化  

大規模災害などの発生時に迅速な応急給水や復旧活動が実施できるよう、体制や設備を

強化するとともに、災害時給水施設＊の設置拡大、地域の皆様や他都市との連携強化など、

ハード・ソフト両面において災害対応力を強化していきます。 

 

危機管理体制の強化

大規模災害などの発生時にも迅速な対応が可能となるよう、震災の経験を踏まえた実践的な災害対応訓練の実
施、危機管理マニュアルや業務継続計画（ＢＣＰ）の随時見直し、保有する応急給水資機材の充実など、多面
的な整備を進め、水道局内の危機管理体制の強化を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　　・災害対応訓練などの実施
　　　　・業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

災害発生時に迅速・的確に
対応できる体制の構築

1

事業内容

年次計画

応急給水袋や応急給水
用ホースなどの整備

危機管理マニュアル・

業務継続計画(ＢＣＰ)
の随時見直し

平成31年度平成30年度

災害対応訓練や災害時

給水栓の操作説明会
などの実施

平成28年度 平成29年度平成27年度

 
 

災害時給水施設の設置拡大

13箇所設置

26箇所設置

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
大規模災害などにより断水が発生した場合に、効果的な応急給水が実施できるよう、指定避難所である市立小
学校に加え、新たに中学校にも災害時給水栓を設置するなど、災害時給水施設の設置拡大を進めていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

94箇所

2

180箇所以上

平成28年度

13箇所設置

25箇所設置

年次計画

小学校
への設置

中学校
への設置

平成27年度

18箇所設置
（小学校への設置完了）

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

災害時給水栓の�� 

災害時給水栓は、小・中学校に設置を進めている身近な

災害時給水施設です。給水ホース・仮設給水蛇口を接続

し、簡単に給水所を開設できます。 

災害により停電となった場合、受水槽や増圧ポンプを使用し

ているマンションや学校などの建物では断水となることがあ

りますが、災害時給水栓は給水が可能です。 

 

＊災害時給水施設・・・地震や渇水、配水施設の事故などにより、水道による給水ができなくなった場合に、給水所を開設するた
めの施設。配水管に直結するタイプの災害時給水栓や、地下に貯水するタイプの非常用飲料水貯水槽などがある。 
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水道施設の長期停電対策の充実3

将監第一配水所
着手・完了

その他

福岡浄水場
荒巻配水所
着手・完了

錦ヶ丘高区
送水ポンプ場
着手・完了

平成29年度 平成30年度

本計画目標（平成31年度末）現状（平成26年度末見込み）

将監送水ポンプ場

鈎取山送水ポンプ場
青葉山送水ポンプ場

着手・完了

大規模災害などによる長期停電に備え、浄水場や主要な配水所・ポンプ場における非常用自家発電装置の燃料
タンク増設などの対策を進めていきます。

平成28年度平成27年度

住吉台送水ポンプ場
道半送水ポンプ場

白沢配水所
着手・完了

燃料タンク

増設・増量

国見浄水場
着手・完了

安養寺配水所
五ツ森配水所
着手・完了

綱木坂送水ポンプ場

黒森山配水所
着手・完了

自家発電

装置更新

・新設

事業内容

年次計画 平成31年度

　　　・中原浄水場、大年寺山配水所
　　　　の燃料タンクの増設・増量を完了
　　　・茂庭浄水場の燃料タンク増設に着手

燃料タンクの増設・更新などによる
長期停電対策の充実

燃料補給用タンク
ローリー車の導入

タンクローリー車による
補給訓練などの実施

 

 

給水車用注水補給設備の整備

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

注水補給設備設置
に係る庁舎・周辺

管路整備等の調整

国見浄水場 水道局本庁舎
年次計画

4

事業内容
大規模災害などにより断水が発生した場合に、給水車による応急給水活動を効率的に実施できるよう、給水車
への注水補給を行うための設備を主要浄水場や水道局本庁舎に整備していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

５箇所への整備を完了
3箇所（茂庭・中原・福岡浄水場）

への整備を完了

 
 
 
 
 
 

＜茂庭浄水場注水補給設備＞ ＜中原浄水場注水補給設備＞ 
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災害時における情報発信の充実

事業内容
大規模災害などの発生時において、水道の被害状況や復旧予定、応急給水の実施場所など、お客さまが必要と
する情報を迅速かつ効果的に発信していくため、情報発信体制の整備を進めていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成30年度

年次計画

5

平成27年度 平成28年度 平成31年度

災害時の広報用資料
やホームページ

掲載内容の充実・強化

災害時情報発信体制の整備

平成29年度

災害時情報発信体制の確立

災害対応訓練などを

通じた情報発信
の内容・方法の検証

 
 

地域との連携強化

防災訓練における
水の備蓄啓発・
災害対策の説明

平成31年度

年次計画

事業内容
町内会が実施する防災訓練などにおいて、水の備蓄方法や水道局が取り組んでいる災害対策について説明する
とともに、応急給水訓練や災害時給水栓の操作説明会を開催するなど、地域との協働・連携による災害対応の
取り組みを強化していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成27年度

給水車・災害時給水
施設を使用した

応急給水訓練の実施

平成30年度

　　　　・防災訓練における災害対策の説明
　　　　・応急給水訓練の実施
　　　　・災害時給水栓の操作説明会の開催

地域との協働・連携による
効果的な応急給水体制の構築

災害時給水栓の
操作説明会の開催

平成28年度

6

平成29年度

 
 
 
 

 

＜地域との連携による応急給水訓練＞ ＜災害時給水栓の操作説明会＞ 
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平成29年度

他都市・団体との
合同訓練の実施

他都市・団体との合同訓練実施

他都市との
技術交流の推進

平成31年度

事業内容
他都市や応援協定を締結している公益財団法人仙台市水道サービス公社、検針受託業者などの団体との合同訓
練を実施し、災害対応における更なる連携強化を図っていくとともに、他都市との技術交流についても積極的
に進めていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成27年度 平成28年度

7 他都市・団体との連携強化

　　　・合同訓練・技術交流による災害対応力の向上
　　　・実効性のある相互応援体制の構築

年次計画

平成30年度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業内容
震災における経験や震災後の取り組みに関する継続的な情報発信、新規採用職員に対する研修の実施などを通
して、震災の教訓を風化させることなく次世代の職員へと継承し、大規模災害の発生時や他都市への応援派遣
時にも的確に行動できる危機対応力の高い職員の育成を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

年次計画

震災を教訓とした各種災害対策の発信
　　・新規採用職員などへの震災の教訓の継承
　　・訓練などを通じた職員の危機対応力の向上
　　・震災の教訓の組織風土への定着

震災の教訓継承
の取り組み

平成31年度

8

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

東�本大震災の教訓の継承

 
 
 

＜東京都との合同防災訓練＞
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 （３）水質管理の徹底  

常に安全・安心で良質な水道水をつくり、お客さまにお届けできるよう、水源保全の取

り組みや高度浄水処理施設の導入拡大、独自に設定した新たな水質目標に基づく水質管理

など、水源から蛇口に至るまでの総合的な水質管理を徹底します。 

 

1

年次計画

本計画目標（平成31年度末）

平成29年度

「杜の都の風土を守る

土地利用調整条例」

などを活用した

水道水源の維持

平成31年度

水道水源を汚染・汚濁する

可能性のある開発行為の抑制

現状（平成26年度末見込み）

水道水源を汚染・汚濁する

可能性のある開発行為　0件

平成30年度

事業内容

安全で良質な水道水の基本となる水源水質の維持・向上に向けて、「杜の都の風土を守る土地利用調整条例」
などの制度を活用しながら、引き続き水源を汚染・汚濁する可能性のある開発行為の抑制に取り組んでいきま
す。

平成27年度 平成28年度

土地利用に�する�制度の活用

 
 

 

青下ダム流域の水源涵養林の保育管理

平成30年度

現状（平成26年度末見込み）

水道水源の一つである青下ダムの周辺部及び上流域に水道局が所有している青下水源涵養林（約86ha）を良
好な状態に保つため、広葉樹の稚樹生育の妨げとなる笹類の下刈りや蔦切り、杉林の間伐などの保育管理を適
切に実施していきます。

本計画目標（平成31年度末）

平成31年度

適切な保育管理の継続実施

2

事業内容

ダム周辺部及び上流域の
下刈り・間伐等の実施

年次計画
保育管理の実施

平成29年度平成27年度 平成28年度

 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

＜青下水源地＞ ＜青下水源涵養林＞ 
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Ａ

Ｂ

Ｃ活性炭貯蔵槽

溶解槽

活性炭注入点

・国見浄水場の粉末活性炭注入設備設置工事を完了

・中原浄水場の粉末活性炭注入設備設置工事に着手

3

平成30年度

本計画目標（平成31年度末）

年次計画

主要4浄水場への粉末活性炭注入設備の設置完了

福岡浄水場

粉末活性炭注入設備

設計完了

事業内容

平成28年度 平成29年度

七北田ダム湖において発生する海藻臭などへの対策として、福岡浄水場に粉末活性炭注入設備を設置し、既に
設置の完了した茂庭浄水場・国見浄水場、設置工事中の中原浄水場と併せて、安全で良質な水道水の供給を図
ります。

福岡浄水場

粉末活性炭注入設備

設置工事着手・完了

現状（平成26年度末見込み）

�度浄水�理施設の�入

平成31年度平成27年度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水道ＧＬＰ
中間審査

水道ＧＬＰ
更新審査

水質検査機器の
計画的な整備・更新

　　　　 ・本市独自の水質目標の達成
　　　　 ・水道ＧＬＰ体制の維持

事業内容

平成31年度平成28年度

現状（平成26年度末見込み）

4

本市独自の水質目標に
基づく水質管理の開始

平成29年度

より安全で良質な水道水をお届けするため、国の水質基準
＊
を上回る本市独自の水質目標として新たに設定し

た、かび臭（2-MIB
＊
）濃度や総トリハロメタン

＊
濃度など７項目の達成を目指し、水質管理の強化に取り組み

ます。また、水質検査の精度と信頼性の維持・向上を図るため、水質検査機器の整備・更新を計画的に進める

とともに、水道ＧＬＰ
＊
に基づいた精度管理・教育研修などを実施していきます。

平成30年度平成27年度

　　　　・本市独自の水質目標の設定
　　　　・水道ＧＬＰ体制の維持

年次計画

水質管理の�実・強化

本計画目標（平成31年度末）

 
 

 

粉末活性炭注入設備のしくみ（茂庭浄水場の�） 

水源のダム湖で発生した臭いの除去には、吸着作用のある「活性炭」が効果的です。 

主要４浄水場への粉末活性炭注入設備の設置を進め、更においしい水をお届けします。 

※粉末活性炭注入設備は浄水場の上流に設置しています。 

 

＊国の水質基準・・・水道法に基づき、厚生労働省が 51 の水質項目に対して設定している基準値。水道事業者が供給する水道

水は、この基準に適合するものでなければならない。 
＊２-MIB・・・２-メチルイソボルネオールの略称。かび臭の原因物質であり、藍藻類などによって生成される。 
＊総トリハロメタン・・・浄水処理の過程で使用される消毒用の塩素と水中の有機物が反応して生成されるクロロホルム、ブロモジ

クロロメタン、ジブロモクロロメタン及びブロモホルムの 4 つの合計量。 
＊水道ＧＬＰ・・・水質検査結果の精度と信頼性を確保するための認定基準。公益社団法人日本水道協会が審査・認定・登録を

行っている。 
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２ｰMIB 美味しさ 2ng/L以下 10ng/L以下

総トリハロメタン 安　　心 0.04mg/Ｌ以下 0.1mg/L以下

（上限値）美味しさ 0.8mg/L以下 　１mg/L以下

（下限値）安　　心 0.2mg/L以上 0.1mg/L以上

臭気強度
（塩素臭以外）

美味しさ １以下 ３以下

有機物（TOC） 美味しさ １mg/L以下 ３mg/L以下

色　　度 外　　観 １度以下 ５度以下

濁　　度 外　　観 0.1度以下 ２度以下

設定の観点項　　目 本市の水質目標値 国が定めた基準値等

残留塩素

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度

水安全計画の��

本計画目標（平成31年度末）

平成31年度平成29年度

水安全管理対応マニュアル
の運用・改訂の継続による

水質管理体制の充実

5

水安全管理対応マニュアル
の運用・改訂の実施

水源から蛇口に至るまでの様々な危害要因に対応した「水安全管理対応マニュアル」（水安全計画）の運用や
改訂を行い、今後とも安全・安心な水道水をお届けできるよう、水質管理体制を更に充実させていきます。

現状（平成26年度末見込み）

平成28年度

マニュアルの
運用・改訂

平成27年度

事業内容

年次計画

 

＜アルカリ度の測定の様子＞ ＜臭いの検査の様子＞ 

＜仙台市独自の水質目標＞ 
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再生可能エネルギー発電設備導入��

種類 場所 出力 種類 場所 出力

安養寺配水所 5kW 安養寺配水所 5kW

茂庭浄水場 20kW 茂庭浄水場 20kW

小水力発電 安養寺配水所 25kW 国見浄水場 49kW

中原浄水場 10kW

福岡浄水場 10kW

水道局本庁舎 15kW

安養寺配水所 25kW

上追沢沈砂池 199kW

太陽光発電 太陽光発電

小水力発電

＜平成26年度末時点＞ ＜平成31年度末時点＞

２ エコで持続可能な水道 

 （１）環境に配慮した事業の推進  

太陽光発電や小水力発電の導入拡大による再生可能エネルギーの活用、ポンプ場などの

設備更新時における省エネルギー型機器への切り替え、浄水発生土や建設副産物の有効活

用などを積極的に推進することで環境負荷の更なる低減を図り、「杜の都」に相応しい、環

境に優しい水道を実現していきます。 

 

水道局
本庁舎

太陽光発電設備

設置工事実施設計
着手・完了

太陽光発電設備

設置工事(15kW)
着手・完了

太陽光発電設備
稼働開始

上追沢
沈砂池

小水力発電設備
(199kW)
稼働開始

※民間事業者による発電

福岡
浄水場

太陽光発電設備
設置工事実施設計

着手・完了

太陽光発電設備
設置工事(10kW)

着手・完了

太陽光発電設備
稼働開始

中原
浄水場

太陽光発電設備
設置工事(10kW)

着手・完了

太陽光発電設備
稼働開始

年次計画 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

国見
浄水場

太陽光発電設備
(49kW)
稼働開始

再生可能エネルギー発電量
100万kWh/年

1 再生可能エネルギーの活用推進

事業内容
主要な浄水場や水道局本庁舎などへの太陽光発電設備の設置を進めるとともに、小水力発電設備についても取
水・配水施設などへの導入を推進し、環境負荷の更なる低減を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

再生可能エネルギー発電量
3万kWh/年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅴ 事業計画 

 
 

25

水道局
本庁舎

福岡
浄水場

電気生成による
次亜塩調達を市販品

購入に切り替え

高効率変圧器
稼働開始

南中山配水所
高効率変圧器等

稼働開始

将監送水ポンプ場
高効率変圧器

稼働開始

平成29年度 平成30年度 平成31年度

福岡
取水場

インバータ設備
高効率モーター等

稼働開始

事業内容
ポンプ場、浄水場及び水道局本庁舎の設備更新に合わせ、ＬＥＤ照明や高効率の変圧器・モーター・ポンプな
ど省エネルギー型機器への切り替えを進め、電力消費量の一層の削減を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

年間総電力消費量　約1,700万kWh
年間電力消費量を60万kWh削減

（平成26年度比）

年次計画 平成27年度 平成28年度

2 省エネルギー型機器への切替�進

送水施設

（完了）

受変電設備更新工事
着手・完了

照明設備
LED化

住吉台送水ポンプ場
高効率変圧器等

稼働開始

（完了）

空調設備等
改修着手

 
 

事業内容
老朽化に伴い実施する水道局本庁舎の改修において、「仙台市市有建築物低炭素化整備指針＊」などに基づく
空調設備・照明設備などの更新を行い、更なる低炭素化を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

本庁舎改修による
低炭素化

平成31年度

基準一次エネルギー消費量＊　15,400ＧＪ
エネルギー消費量を

基準一次エネルギー消費量から10％削減

3 庁舎改修にお�る低炭素化の�進

 
 

4

事業内容
中高層の建築物でも受水槽を経由せずに配水管から直接給水することで、配水管内の水圧を有効に利用でき、
省エネルギー効果の高い「直結給水方式」の普及を促進し、環境負荷の更なる低減を図ります。

直結給水率　約88％ 継続的なPRによる直結給水方式の促進

平成31年度

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

普及促進

平成28年度 平成29年度 平成30年度平成27年度

直結給水方式の普及促進

年次計画

 
 

 

＊仙台市市有建築物低炭素化整備指針・・・市有建築物への効果的な低炭素化技術の導入を推進するため、各技術の効率性・
有効性を整理し、施設の性質に応じた統一的な導入項目や達成すべき目標を示した指針。 

＊基準一次エネルギー消費量・・・平成 25 年改正の「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者
の判断の基準」（省エネ基準）に基づき、建築物の室用途や床面積により算出された、基準となるエネルギー消費量。 
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次世代自動車等の導入拡大5

事業内容 公用車の更新に合わせ、低燃費・低排出ガスの次世代自動車
＊
等の導入を拡大し、環境負荷の更なる低減を図

ります。

導入台数　22台 導入台数　50台以上

年次計画

平成29年度 平成30年度 平成31年度

次世代自動車等
導入

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成27年度 平成28年度

 
 
 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

事業内容
浄水処理の過程で発生する浄水発生土について、セメント原料や建設改良土、園芸用土のほか、新たな活用策
に関する情報も収集しながら、有効活用を進めます。

有効利用率　87.5% 有効利用率　100％

年次計画
有効活用の推進

浄水発生土の有効活用6

 
 
 

水道工事で発生する建設発生土や、アスファルト塊・コンクリート塊などの建設副産物について、可能な限り
リサイクルを推進し、資源の有効活用を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

【再資源化率】アスファルト・コンクリート塊100%、

　　　　　　　コンクリート塊93%、建設発生木材94%
【有効利用率】建設発生土85%

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

【再資源化率】アスファルト・コンクリート塊100%、

　　　　　　　コンクリート塊100%、建設発生木材95%
【有効利用率】建設発生土95%

年次計画

平成27年度

リサイクル推進

建設副産物のリサイクル7

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＊次世代自動車・・・電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車、天然ガス自動車及びクリーンディーゼル自

動車。 
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 （２）お客さま本位の事業の推進  

水道事業はお客さまからの水道料金収入で成り立っていることを踏まえ、お客さまサー

ビスの拡充や分かりやすい広報の実施、お客さまニーズを的確に把握するための広聴の実

施など、お客さまの満足度を高めていくための事業を推進していきます。 

 

1 水道料金に�するサービスの拡充

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　・非課税世帯減免申請の郵送受付の導入方針決定
　・クレジットカード決済及び基本料金日割計算の

　   導入検討

　　・非課税世帯減免申請の郵送受付開始
　　・クレジットカード決済及び基本料金日割計算の

　　　導入

年次計画 平成27年度 平成28年度 平成29年度

非課税世帯

減免申請

平成30年度 平成31年度

郵送受付の開始
導入効果の検証・

円滑な運用

クレジット

カード決済

・日割計算

事業内容の検討
・方針決定

クレジットカード決済・

日割計算の導入に向けた
業務電算システム改修

クレジットカード決済・
日割計算の導入

導入効果の検証・
円滑な運用

事業内容

お客さまサービスの充実を図るため、これまで窓口のみの受付となっていた水道料金の非課税世帯減免
＊
申請

における郵送受付の開始や、クレジットカードによる水道料金のお支払い、水道使用開始・廃止月における基

本料金の日割計算
＊
の導入に向けた取り組みを進めます。

 
 

導入効果の検証・
充実に向けた検討

検証結果を踏まえた
適切な運用

地元密着型

水道修繕
登録店制度

登録店数の拡大・
導入効果の検証・
充実に向けた検討

登録店数の拡大・
検証結果を踏まえた

適切な運用

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

水道修繕受

付センター
業務委託範囲の拡大

2

事業内容

平成26年度に開設した「水道修繕受付センター」と同時期に創設した「地元密着型水道修繕登録店制度」につ
いて、お客さまへの周知に努めるとともに、導入後の検証を行い、更なるサービスの充実を目指します。

また、水道局コールセンターのシステムと業務電算システム
＊
とを統合することにより、お客さま対応の迅速

化を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　　・水道修繕受付センター・地元
　　　　　密着型水道修繕登録店制度の開始
　　　　・お客さま対応の充実に向けた検討

　　　　・水道修繕受付センター・地元
　　　　　密着型水道修繕登録店制度の充実
　　　　・お客さま対応の更なる充実

窓口・電�対応に�するサービスの充実

年次計画

お客さま
対応の

迅速化

コールセンター
システム改修内容

の検討

コールセンター
システムと業務電算
システムとの統合

システム統合に
よる効果の検証・

円滑な運用
 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

＊非課税世帯減免・・・世帯全員が市民税の均等割及び所得割を非課税とされている場合で、収入が少なく著しく生活に困窮して
おり、他からの経済的援助を受けていないとき、お客さまからの申請により、水道料金のうち基本料金分を免除する制度。 

＊基本料金の日割計算・・・転居などで月の途中から水道使用を開始・中止したとき、使用日数に応じて基本料金を計算すること。 

＊業務電算システム・・・水道を使用するお客さまの登録や水道料金の請求・収納処理などを行うシステム。 
 

 

�水道修繕受付センター    ��������� � � �
（みずきゅうきゅう）

�2� 時�受付、年���� 
道路での漏水を発見したときや、水の出が悪いとき、濁り水や異物が出るときなどにご相談ください。 

�地元密着型水道修繕登録店制度 
水道局では「どこに水道の修繕を頼んで良いか分からない」というお客さまに、修繕依頼に対応できる 

地元工事事業者をご紹介しています。上記の水道修繕受付センターまでお問い合わせください。 

水道の漏水・修繕などに�するお問い合わせは水道修繕受付センターへ 
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さまざまな広報媒体
を通じた情報提供

発信力強化に向けた
ホームページの
リニューアル

平成29年度 平成30年度 平成31年度

ホームページ
掲載内容の充実

3 水道事業に関する情報提供の充実

事業内容
お客さまの関心が高い水質や災害対策に関する情報、水道事業の経営情報、水道料金に関する情報などを、
ホームページやボトルドウォーターなどの様々な広報媒体を通じて、分かりやすく効果的に提供していきま
す。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

広報紙Ｈ２Ｏ・水道局ホームページ

などによる情報提供
更に分かりやすく効果的な情報提供の実施

年次計画

平成27年度 平成28年度

子ども向けや一般向け
のパンフレットの配布

によるPR

ボトルドウォーター
を活用したPR

 
 
 

平成29年度 平成30年度

年間来館者数　10,000人以上

集客向上のための
企画の検討・実施

4

周辺施設等との連携
・マスコミ等の活用

による情報発信

記念館展示
内容の改善

（水道のしくみ展示等）

事業内容

水道記念館の展示内容の改善や青下水源地の整備を進め、水道の歴史やしくみ、水の大切さなどを楽しみなが
ら学び、リフレッシュできる場にしていきます。また、観光振興・地域活性化の観点から周辺施設や地域との
連携を図るとともに、効果的な魅力発信を進め、多くの方々に活用され、親しまれるエリアづくりを推進して
いきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成22～26年度の
年間平均来館者数　7,045人

水道記念館・青下水源地の魅力向上と活用�進

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成31年度

記念館展示
内容の改善

（歴史展示等）

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 ＜水道記念館＞ ＜散策路＞ 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

各種
イベント

定期的な開催と
魅力ある企画の

検討・実施

事業内容
水道事業に対するお客さまの理解を深め、信頼を確かなものとするため、水道フェアや各種ツアーなどのイベ
ント、浄水場における見学者受け入れ、職員が直接出向いて授業を行う「出前水道教室」などの取り組みを充
実させていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

各種イベント参加者の満足度　　80％

��・�����の充実

浄水場見
学・出前
水道教室

継続的な実施

5

各種イベント参加者の満足度　90％以上

年次計画

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
水道モニターの方々や、各種アンケート・水道局コールセンターなどを通じて寄せられた、水道事業に対する
お客さまのご意見を集約・分析し、施策に反映していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　・水道モニター会議の開催（年４回）
　　　・改善事例のホームページ等での公表

お客さまのご意見の
的確な把握と施策への反映

年次計画

平成27年度 平成28年度

6

ご意見の集約・分析
・施策への反映

お客さまの�の施策への反映

水道モニター
会議の開催

 
 
 
 

＜水道フェア＞ ＜出前水道教室＞ 
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平成31年度

水源保全
活動

釜房ダム湖畔・
青下ダム周辺の
清掃などの実施

事業内容
お客さまとともに水源保全活動や応急給水訓練などに取り組むことにより、お客さまに水道事業への信頼や親
近感を高めていただくとともに、より効果的な事業運営に繋げていきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

お客さまとの協働による水源保全活動や
応急給水訓練の実施

お客さまとの協働活動の更なる充実

年次計画 平成27年度

7

イベント等
環境関連の市民団体
などとの協働実施

防災訓練 町内会などとの実施

平成28年度 平成29年度 平成30年度

お客さまとの協働による事業運営の��

 
 

 
 

＜お客さまとのダム湖畔清掃＞ ＜市民団体とのイベント運営（植樹）＞
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  （３）経営マネジメントの推進  

将来的に水需要が減少していく厳しい経営環境においても、健全で安定的な経営を持続

できるよう、アセットマネジメントの取り組みや更なる経営効率化、人材育成や技術継承、

他水道事業者との連携などを推進し、限られた経営資源（ヒト、モノ、カネ）の適切なマ

ネジメントを行っていきます。 

 
 

施設・設備に係る
情報管理システム
構築に向けた検討

システム構築着手

（完了）

システム稼働
・データ整備

水道施設に係る
長期的な更新計画
策定に向けた検討

長期的な更新計画
の策定着手

（完了）

事業内容

水道施設の適正な維持管理や計画的な更新・耐震化・統廃合といった従来からのアセットマネジメントの取り
組みを更に強化し、より長期的な視点から事業費の平準化やライフサイクルコストの極小化を図るため、情報
管理システムの充実強化や長期的な更新計画の策定などを着実に実施していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　・局内推進組織の整備
　　・管路に係る長期的な更新基準の検討
　　・施設・設備に係る情報管理システムの構築
　　　に向けた検討

新たに構築する情報管理システムなどを
活用したアセットマネジメントの強化

年次計画

平成27年度 平成28年度

1 アセットマネジメントの取り組みの強化

平成29年度 平成30年度 平成31年度

施設情報の蓄積

 
 

 

 

年次計画 主要4浄水場の将来像を

見据えた国見浄水場更新

に係る基礎調査

主要施設の再構築
計画の策定着手

平成30年度 平成31年度

主要４浄水場の将来構想の検討

（完了）

主要施設の再構築計画の策定

平成27年度 平成28年度 平成29年度

2 水道施設の将来構想の推進

事業内容

国見浄水場が今後10年程で更新時期を迎えることから、将来的な水需要の減少を見据えつつ、主要４浄水場を
始めとする主要施設の再構築（規模の適正化や効率的な再配置など）に関する検討を行い、施設運営のあり方
とともに、水道施設の将来構想を具体化していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）
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3 水道施設の維持管理の効率化

事業内容
配水所など施設の統廃合や延命化、省エネルギー型機器への切り替え、再生可能エネルギーの有効活用などに
積極的に取り組むことにより、水道施設における維持管理の効率化や維持管理コストの縮減を推進していきま
す。

　　　・配水所などの統廃合や延命化
　　　・LED照明や高効率の変圧器など
　　　　省エネルギー型機器への切り替え
　　　・太陽光・小水力発電の導入

省エネルギー型機器への切替推進など
による更なる効率化・コスト縮減の実現

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

平成31年度

維持管理の効率化
・コスト縮減の推進

 
 
 

 

資産の有効活用・処分の推進

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

未利用地の有償
貸付・売却の推進

未利用地の有償貸付・売却

事業内容

4

有効活用が見込める未利用地の有償貸付や、売却可能な未利用地の一般競争入札等による処分など、資産の有
効活用・処分を進めることにより財政基盤の強化を図ります。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

資産の有効活用・処分

 
 
 
 

平成28年度

5

事業内容

次世代を担う人材の育成と、これまでに培ってきた水道技術力の維持・継承を図り、水道事業の持続性を確保
していくため、「仙台市水道マンパワー向上プラン」に基づく職員研修の充実・強化などの取り組みを進めて
いきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　　　　・体験型研修の実施
　　　　　　・資格取得の奨励

職員研修の更なる充実・強化

年次計画

平成27年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

「仙台市水道マンパ
ワー向上プラン」

に基づく取り組み

人材育成・技術継承の推進
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県や受水市町との連携
（災害対策など）

年次計画

平成27年度 平成28年度 平成31年度

近隣水道事業者
を対象とした

実技講習会の開催

6

事業内容
近隣水道事業者が抱える共通の経営課題の解決に向け、宮城県や仙南・仙塩広域水道の受水市町などとの連携
を強化し、技術継承や災害対策などの分野における広域的な取り組みを推進していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　・本市研修施設における実技講習会の開催
　　　・仙南・仙塩広域水道を軸とした宮城県や
　　　　他受水市町との情報交換・協議

広域的な取り組みの推進

平成29年度 平成30年度

近隣水道事業者との連携強化

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

平成29年度 平成30年度 平成31年度

海外からの技術
研修員の受け入れ

平成28年度

事業内容

独立行政法人国際協力機構（JICA）や他水道事業者などとの連携のもと、海外技術研修員の受け入れに取り組
み、研修員のニーズや母国の水道事業を踏まえた効果的な研修を通して、参加国の水道技術向上に貢献してい
きます。また、震災の経験を踏まえた災害対策などの情報を、国際会議などの場で積極的に発信していくこと
により、海外の水道事業における防災・減災意識の向上にも寄与していきます。

現状（平成26年度末見込み） 本計画目標（平成31年度末）

　　　・JICA海外技術研修員の受け入れ
　　　・震災経験を踏まえた海外への積極的
　　　　な情報発信

海外における水道技術向上や
防災・減災意識向上への貢献

国際会議などに
おける情報発信

年次計画

平成27年度

7 国際貢献の推進

 

＜近隣水道事業者を対象とした実技講習会＞ ＜海外技術研修員の受け入れ＞ 

＜第 3 回国連防災世界会議（平成 27 年 3 月仙台市開催）におけるイベント＞ 
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マネジメント情報

システムの拡充

ミクロマネジ
メント（日常的
な維持管理）

マクロマネジ
メント（中長期
的な観点から

の検討）

水道施設アセットマネジメントの実践サイクル

本
計
画
に
お
け
る

新
た
な
取
り
組
み

・水道施設の統廃合

【浄水場４箇所、配水所13箇所を休廃止】

・効率化による職員数の削減

【ピーク時の1/3、200名以上を削減】

・大都市でトップクラスの管路耐震化率

【H25実績で基幹管路の耐震適合率73.2％（大都市中４位）】

・大都市でトップクラスの少ない電力消費量

【H25実績で配水量１㎥当たり0.14kWh（大都市中２位）】

・漏水防止対策の推進による漏水率の低減

【H16：5.6％ → H25：3.2％】

これまでの取り組みによる成果

●施設・設備に係る情報管理シス

テムの構築

●既存各種システムの拡充

●必要となるデータの整備・充実

●各システム間のデータ連携推進

●新たに構築する情報管理システ

ムを活用した維持管理

●管路更新延長の段階的引上げ

●荒巻配水所などの更新・耐震化

●省エネルギー型機器への切替

推進

●水需要減少を見据えた水道施

設の再構築検討

●長期的な水需要・更新需要・財

政収支見通しの精度向上

●水道局本庁舎改修における低

炭素化の推進

●

●

●

こ
れ
ま
で
の

主
な
取
り
組
み

�

○GIS（地理情報システム）の構築

・運用

○建築保全システムの構築・運用

○固定資産台帳システムの構築・

運用

○水運用システムの構築・運用

○適切な点検・修繕・更新など維

持管理の徹底

○漏水防止対策の推進

○浄水・配水施設の耐震診断実施

○日々の効率的な水運用

○省エネルギー型機器への切替

○水道施設の計画的な更新・耐震

化の検討

○長期的な水需要・更新需要・財

政収支見通しの作成

○管路更新ペースの引上げ検討

○効率化に向けた施設の統廃合

○

○

○

３ 目指すべき将来像の実現のために ～水道施設アセットマネジメントの推進～  

   水道事業は、導水管・送水管・配水管や浄水場・配水所・ポンプ場など、膨大な水道施設を

抱える装置型産業であるといえます。 

   水道局では、これまでも、アセットマネジメントの考え方に基づいた水道施設の適切な維持

管理・計画的な更新などの取り組みを進めてきており、経営効率化や安定給水確保の面で多く

の成果をあげていますが、今後見込まれる水需要の減少・施設の老朽化を踏まえると、「目指

すべき将来像」の実現のためには、更にその取り組みを推進していくことが求められます。 

 

 

■ 水道施設アセットマネジメントの全体像 
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マネジメント情報

システムの拡充

ミクロマネジ
メント（日常的
な維持管理）

マクロマネジ
メント（中長期
的な観点から

の検討）

水道施設アセットマネジメントの実践サイクル

本
計
画
に
お
け
る

新
た
な
取
り
組
み

・水道施設の統廃合

【浄水場４箇所、配水所13箇所を休廃止】

・効率化による職員数の削減

【ピーク時の1/3、200名以上を削減】

・大都市でトップクラスの管路耐震化率

【H25実績で基幹管路の耐震適合率73.2％（大都市中４位）】

・大都市でトップクラスの少ない電力消費量

【H25実績で配水量１㎥当たり0.14kWh（大都市中２位）】

・漏水防止対策の推進による漏水率の低減

【H16：5.6％ → H25：3.2％】

これまでの取り組みによる成果

●施設・設備に係る情報管理シス

テムの構築

●既存各種システムの拡充

●必要となるデータの整備・充実

●各システム間のデータ連携推進

●新たに構築する情報管理システ

ムを活用した維持管理

●管路更新延長の段階的引上げ

●荒巻配水所などの更新・耐震化

●省エネルギー型機器への切替

推進

●水需要減少を見据えた水道施

設の再構築検討

●長期的な水需要・更新需要・財

政収支見通しの精度向上

●水道局本庁舎改修における低

炭素化の推進

こ
れ
ま
で
の

主
な
取
り
組
み

��的な改�

○GIS（地理情報システム）の構築

・運用

○建築保全システムの構築・運用

○固定資産台帳システムの構築・

運用

○水運用システムの構築・運用

○適切な点検・修繕・更新など維

持管理の徹底

○漏水防止対策の推進

○浄水・配水施設の耐震診断実施

○日々の効率的な水運用

○省エネルギー型機器への切替

○水道施設の計画的な更新・耐震

化の検討

○長期的な水需要・更新需要・財

政収支見通しの作成

○管路更新ペースの引上げ検討

○効率化に向けた施設の統廃合

３ 目指すべき将来像の実現のために ～水道施設アセットマネジメントの推進～  

   水道事業は、導水管・送水管・配水管や浄水場・配水所・ポンプ場など、膨大な水道施設を

抱える装置型産業であるといえます。 

   水道局では、これまでも、アセットマネジメントの考え方に基づいた水道施設の適切な維持

管理・計画的な更新などの取り組みを進めてきており、経営効率化や安定給水確保の面で多く

の成果をあげていますが、今後見込まれる水需要の減少・施設の老朽化を踏まえると、「目指

すべき将来像」の実現のためには、更にその取り組みを推進していくことが求められます。 

 

 

■ 水道施設アセットマネジメントの全体像 
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計画への

反 映

������������� �

� �化

る�����������の

�

� る

������ �

強くて安心な水道

エコで持続可能な水道

●水道施設の再構築に係る計画

の策定

●水道施設に係る長期的な更新

計画の策定

●次期基本計画（H32～41）への

反映

○水道施設の計画的な更新・耐震

化の推進

○管路に係る長期的な更新基準

の検討

○基本計画・中期経営計画の策定

◆ 水道施設アセットマネジメントの推進 

  そこで、本計画では、これまでの取り組みに加え、「アセットマネジメントの取り組みの強化」

「水道施設の将来構想の推進」などの新たな事業を掲げているところであり、その取り組みの全

体像は下図のようになります。 

実践サイクルの確実な実施とともに、継続的な改善を図りながら、「ライフサイクルコストの

縮減」や「安全で良質な水道水の安定供給の推進」などを進めることにより、「目指すべき将来

像」の実現へと着実に繋げていきます。
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計画への

反 映

<アセットマネジメントの目標>

�長��化・���化・��化

に�る�����������の

���

�����・耐震化・��管�

に�る������な水道水

の�定��の推進�

���的に������に�る

�管路耐震化������量

の更なる���

「目指すべき将来像」の実現

強くて安心な水道

エコで持続可能な水道

●水道施設の再構築に係る計画

の策定

●水道施設に係る長期的な更新

計画の策定

●次期基本計画（H32～41）への

反映

○水道施設の計画的な更新・耐震

化の推進

○管路に係る長期的な更新基準

の検討

○基本計画・中期経営計画の策定

◆ 水道施設アセットマネジメントの推進 

  そこで、本計画では、これまでの取り組みに加え、「アセットマネジメントの取り組みの強化」

「水道施設の将来構想の推進」などの新たな事業を掲げているところであり、その取り組みの全

体像は下図のようになります。 

実践サイクルの確実な実施とともに、継続的な改善を図りながら、「ライフサイクルコストの

縮減」や「安全で良質な水道水の安定供給の推進」などを進めることにより、「目指すべき将来

像」の実現へと着実に繋げていきます。
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Ⅵ 中期経営目標  
  

本計画では、前章に掲載した事業の実施により、本計画が終了する平成 31 年度までに到達す

べき 22 項目の「中期経営目標」を設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

なお、基本計画では「長期経営目標」として平成 31 年度の目標が掲載されていますが、現状

を踏まえて目標値の修正や項目の追加・削除を行っています。 

87%

27箇所

※基本計画
では「耐震

化率」

－

0%

※基本計画
では「道路
内」埋設

96%

85箇所

－

－

－

－

80％以上

※基本計画
ではジェオス
ミンも対象

災害時給水施設の整備箇所数

給水車用注水補給設備の
整備箇所数

地域・他都市などとの
防災訓練実施回数

本市の主要４浄水場（茂庭・国見・
中原・福岡）における、長期停電に
備えた非常用自家発電装置の燃料タ
ンク増強の進捗を表す指標です。

大規模地震などの災害時に給水車に
効率良く水を補給する設備の整備事
業の進捗を表す指標です。

鉛製給水管解消事業の進捗を表す指
標です。

※漏水発生時の影響などを考慮し、「公道内」の
解消を優先的に進めることとしました。

耐震性を有する管路の割合

（耐震性を有する管路延長/管路総延長）×
100

災害拠点病院などへの管路の
耐震化箇所数

公道内埋設の鉛製給水管
残存率

（公道内埋設の鉛製給水管残存件数/給水件
数）×100

配水池耐震施設率

【水道事業ガイドライン＊2209】
（耐震対策の施されている配水池容量/配水池
総容量）×100

災害拠点病院などへ通じる管路の耐
震化の進捗を表す指標です。

※対象施設の拡大に伴い、「耐震化箇所数」に変
更しました。

導水・送水・配水管の耐震化の進捗
を表す指標です。

有効率

（有効水量/年間総配水量）×100

19% ���

指　　　標

���

指標の説明
望まし
い変化

平成26年度
末見�み

������
��

86�1%

配水池の耐震化の進捗を表す指標で
す。

浄水場からお客さまの元まで配水さ
れた水道水の割合です。

����
本市の主要４浄水場における、粉末
活性炭注入設備導入の進捗を表す指
標です。

50%

���

�22�26

年度合計で
62回

かび臭に関する水質目標値の達成度
を表す指標です。

※本市の実情に即した「おいしい水達成率」を算
出するため、2-MIBのみを対象とした計算式に
変更しました。

100%

(参考)
基本計画に
おける目標

25%

かび臭からみたおいしい水
達成率（2-MIB対象）

［1－(2-MIB最大濃度－局水質目標値)/水質
基準値］×100
※局水質目標値は2ng/L以下。

主要浄水場における
高度浄水処理施設導入率

（主要４浄水場における粉末活性炭注入設備
設置完了数/４）×100

����

����

�����
�上

21箇所
����
�上

��2% ��

96�5% ���

目指す
べき

将来像

実現
方策

（

１
）

災
害
に
強
い
施
設
・
シ
ス
テ
ム
の
整
備

（

２
）

災
害
対
応
力
の
強
化

9�箇所

地域主催の防災訓練、他都市や関係
団体との合同防災訓練、災害時給水
栓の操作説明会などの実施回数で
す。

３箇所

大規模災害時などに給水拠点となる
災害時給水施設の整備事業の進捗を
表す指標です。

（

３
）

水
質
管
理
の
徹
底

１
　
強
く
て
安
心
な
水
道
【

　
項
目
】

　
次
ペ
ー

ジ
へ
続
く ������

�����

����

主要浄水場における
長期停電対策実施率

（主要４浄水場における非常用自家発電装置
の燃料タンク増強完了数/４）×100

上方修正!!
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上方修正!!
12

新

新

新

新

新

 

 
 

＊水道事業ガイドライン・・・公益社団法人日本水道協会が平成 17 年 1 月に制定した規格で、水道事業全体を網羅した６つの分
野（安心・安定・持続・環境・管理・国際）について、137 項目の業務指標を設定したもの。 
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続
き

－

再生可能
エネルギ
ーの導入

推進

20年度比
減少

－

90%

－

－

－

－

3倍

－ －

２
　
エ
コ
で
持
続
可
能
な
水
道
【

　
項
目
】

（

２
）

お
客
さ
ま
本
位
の
事
業
の
推
進

（

３
）

経
営
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

目指す
べき

将来像

実現
方策 指　　　標

��3���
��

����３倍

����上

（

１
）

環
境
に
配
慮
し
た
事
業
の
推
進

指標の説明
望まし
い変化

�成2�年度
���み

太陽光発電や小水力発電などの再生
可能エネルギーの導入状況を表す指
標です。

※導入事例の増加に伴い、「発電量」に変更しま
した。

����
�����

水道記念館（青下水源地内）の年間
の来館者数で、お客さまへの情報提
供の進捗を表す指標です。

�22�2�

年度��で
��04��

省エネルギー型機器への切り替えな
どによる電力消費量削減の進捗を表
す指標です。

�����

水道フェアなど水道事業に関するイ
ベント参加者の満足度を表す指標で
す。

公用車の更新時における次世代自動
車等の導入台数で、排気ガスや二酸
化炭素の排出削減の進捗を表す指標
です。

次世代自動車等の導入台数

浄水発生土の有効利用の割合を表す
指標です。

8�.�%

�����
��

����������3

���

各種イベント参加者の
満足度

（各種イベント等のアンケートで「満足」と
回答した方の数/アンケート回答数）×100

総トリハロメタン濃度から
みた安全で良質な水達成率

（毎月検査箇所における局水質目標値達成数/
年間検査総数）×100
※局水質目標値は0.04mg/L以下。

自然由来の有機物と消毒用塩素とが
反応して生成されるトリハロメタン
に関する水質目標値の達成度を表す
指標です。

※本市では、水道法の水質基準値（0.1mg/L以
下）よりも更に厳しい目標値（0.04mg/L以下）
を設定しています。

�������
�上

給水収益に対する企業債残高

企業債残高/給水収益

経常収支比率

【水道事業ガイドライン3002】
［(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外
費用)］×100

浄水発生土の有効利用率

【水道事業ガイドライン4004】
（有効利用土量/浄水発生土量）×100

配水量１ｍ3当たり電力消費量

【水道事業ガイドライン4001】
　電力消費量/年間総配水量

再生可能エネルギー発電量

����上

0.1�

���/m3

3�
���/年

80%

水道記念館の年間来館者数

有収率

【水道事業ガイドライン3018】
（有収水量/年間総配水量）×100

浄水場からお客さまの元まで配水さ
れた水道水のうち、水道局の収入と
なった水量の割合です。

94.1%

10�.8% �����上

経常費用が経常収益によってどの程
度賄われているかを示す指標で、
100％以上の場合は、良好な経営状
態であるといえます。

企業債残高からみた財務状況の安全
性や、企業債残高が経営に与える影
響度を表す指標です。

コールセンター応答率

（オペレーターが電話を取り対応した数/コー
ルセンターへの入電数）×100

水道局コールセンターへの入電数に
対し、オペレーターが電話を取り対
応した数の割合を表す指標です。

�22�2�
年度��で

�0%
����上

100% ����

(参考)
基本計画に
おける目標

����

22台

上方修正!!
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

給 水 人 口 （ 人 ） 1,052,900 1,054,600 1,056,000 1,056,800 1,057,300

一日平均配水量（㎥/日） 327,730 326,900 325,680 324,480 322,920

一日最大配水量（㎥/日） 360,100 359,200 357,900 356,600 354,900

年 間 総 配 水 量 （ ㎥ ） 119,949,180 119,318,500 118,873,200 118,435,200 118,188,720

年 間 有 収 水 量 （ ㎥ ） 112,991,520 112,522,200 112,219,250 111,923,600 111,802,020

（単位：億円・税込み）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

296 294 299 299 296

う ち 給 水 収 益 255 254 258 258 257

う ち 長期 前 受金 戻入 13 13 13 13 13

274 269 270 270 265

う ち 人 件 費 33 35 36 35 35

う ち 物 件 費 79 74 73 71 64

う ち 受 水 費 66 65 66 66 66

う ち 減 価 償 却 費 74 77 77 79 80

う ち 支 払 利 息 14 13 13 12 11

22 25 29 29 31

14 16 19 19 23

64 70 71 64 57

う ち 企 業 債 50 51 54 48 45

164 170 171 162 159

う ち 建 設 改 良 費 113 117 116 104 99

う ち 企 業 債 償 還 金 51 53 55 58 60

△ 100 △ 100 △ 100 △ 98 △ 102

116 107 103 100 103

16 7 3 2 1

699 697 696 686 671企 業 債 残 高 （ 税 抜 き ）

　※　消費税及び地方消費税は、平成27～28年度は8％、29～31年度は10％で計算。

収 支 差 額

補 て ん 財 源 （ 税 抜 き ）

累 積 資 金 剰 余 額 （ 税 抜 き ）

資
本
的
収
支

収　　　入

支　　　出

当 年 度 純 損 益

当年度純損益（税抜き）

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収　　　入

支　　　出

区分 年度

Ⅶ 経営の見通し 
 

１ 配水見通し 

  震災後の人口流入が続いており、本計画期間においても給水人口の増加が見込まれますが、

配水量・有収水量については減少傾向が続く見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 財政収支見通し 

  水需要の減少に伴い給水収益が減少する一方で、老朽施設の更新や耐震化推進に向けた建設

改良費の増加を見込んでいますが、継続的な経営効率化の取り組みによる効果もあり、安定的

な経営を維持できる見通しです。 

  なお、本計画期間においては、現行料金水準を維持していくことが可能と見込んでいます。 
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  震災後の人口流入が続いており、本計画期間においても給水人口の増加が見込まれますが、

配水量・有収水量については減少傾向が続く見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 財政収支見通し 

  水需要の減少に伴い給水収益が減少する一方で、老朽施設の更新や耐震化推進に向けた建設
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な経営を維持できる見通しです。 
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